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2013 年度 業務および財産の状況に関する説明書類 

 

2014 年 7月 30 日 

東京都中野区本町 1-13-18 大新 NS ﾋﾞﾙ 2F 

特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい 

理事長 池口 葉子 

 

 

2013 年度（2013 年 4月 1日から 2014 年 3月 31 日まで）の業務及び財産の状況を次のとおり説明します。 

 

 

記 

 

第1.保険会社の概況および組織 

1. 少額短期保険事業部門の組織 

  
特定非営利活動法人　アビリティクラブたすけあい　　少額短期保険事業関係部門組織図

構成 会員全員

機能 最高意思決定機関

構成 全理事

機能 当会経営に関する意思決定

構成 理事長 池口　葉子

副理事長 金子　美恵子　　杉浦　尚子 共済担当理事

専務理事 大谷　和子 花山　由美子

機能 日常経営上の重要事項に関る意思決定 山本　ふき子

理事会での審議議案の決定

構成 大谷　和子

機能 理事会から委嘱された業務の執行

日常経営上の重要でない事項の意思決定

委員長　　共済担当理事（花山）

委員 法務部門（杉浦）　企画・業務・マーケティング部門（大谷）

契約管理部門（起橋）　支払サービス部門（大谷）

委員長　　理事長（池口）

委員 保険計理人（井野）　企画・業務・マーケティング部門（大谷）　

共済担当理事（山本）　法務部門（杉浦）　支払サービス部門（大谷）

事務局 契約管理部門（起橋）

構成 大谷　和子

機能 理事会から委嘱された少額短期保険業の執行

少額短期保険部門
（担当部門：支払部門/契約管理部門/企画・業務・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門/事務管理・ｼｽﾃﾑ部門）

起橋　明子（40時間常勤/専任）
小竹森　由貴（40時間常勤/専任）、松島　晴一（40時間常勤/兼任）
相良　眞（委嘱契約/週1回出勤）

部門責任者
業務担当者
業務精通者

　

起橋　明子 大谷　和子

　

リスク管理
委員会

契約管理部門 支払ｻｰﾋﾞｽ部門

起橋　明子

保険部門責任者

保険計理人 井野　達

法務部門 杉浦　尚子 顧問弁護士　浅野　晋

コンプライアンス
委員会

2014年1月31日

総会

理事会

三役会

専務理事

監事
石毛　鍈子
矢崎　芽生

顧問税理士　福井由紀子

事務管理・ｼｽ

ﾃﾑ部門

山上 竜太

財務経理部門

多田 幸代

法務部門

杉浦 尚子

企画・業務・ﾏｰｹ

ﾃｨﾝｸﾞ部門

大谷 和子
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2. 経営の理念と組織 

運営母体である特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあいは、少子高齢化が進むこの時

代に、自分たちの住む地域で自立した個人の生き方を尊重し、生きていくことを‘たすけたす

けられる’社会システムの実現を目指し活動しています。その中でのたすけあい活動の一環と

して、会員間での相互保障を実現すべく、1992 年設立当初から行っていた自主共済を保険業法

改正に伴い少額短期保険事業として登録し 2008 年 6 月から運営しています。 

 

3. 法人役員に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.少額短期保険業の主要な業務 

次の保険商品を提供している 

 たすけ愛プラン 医療、生命、損保を組み合わせた有配当総合保険 

（入院、手術、傷害通院、死亡、(軽度)ハンディキャップ、ワーカー

ズ・ケア、個人賠償責任保険） 

 たすけ愛プラスプラン 医療、生命、損保を組み合わせた有配当総合保険 

（入院、手術、傷害通院、死亡、(軽度)ハンディキャップ、ワーカー

ズ・ケア、個人賠償責任保険） 

 ほすぴたプラン 有配当総合保険（入院、ワーカーズ・ケア保険） 

 ダブルほすぴたプラン 有配当総合保険（入院、ワーカーズ・ケア保険） 

 すりむプラン 有配当医療保険（入院、手術、傷害通院、ワーカーズ・ケア保険） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成26年3月31日現在）

矢崎　芽生 監事（外部） 矢崎公認会計士事務所 公認会計士

常任理事

小柳 智恵 外部理事 東京ワーカ ーズ・コレクティブ協同組合 代表

石毛 鍈子 監事（外部） NPO法人市民福祉サポートセンター 代表

山本 ふき子 理事/共済担当 （練馬区エプロン）

長谷川 博美 理事 （練馬区ふろしき）

花山 由美子 理事/共済担当 （東大和市あくしゅ）

小林 徹也

辻　　利夫 外部理事 NPO法人まちぽっと

土田　さち子 理事 （武蔵野市どんぐり）

渋谷 恵美子 外部理事 東京・生活者ネットワーク 事務局長

白鳥　眞理子 外部理事

外部理事 生活クラブ東京

金子　美惠子 副理事長

角　能 外部理事 東京大学社会科学研究所

外部理事

黒澤 桃枝 理事 （小平市らいふえいど）

荒尾　みつ子 外部理事 杏林大学病院 心理相談員

大澤 靖子

杉浦 尚子 副理事長 （江戸川区もも）

大谷　和子 専務理事

池口 葉子 理事長 （小金井市ほっとわぁく）

相川 名美 理事

（西東京市そよかぜ）

氏　　名 地位及び担当 重要な兼職 そ　　の　　他
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第3.少額短期保険業の主要な業務に関わるデータ 

1. 事業の経過及び成果等 

(1) 少額短期保険業者として 2008 年 5 月 29 日付け関東財務局長第 29 号で登録、2008 年 6 月 2 日よ

り業務開始する。 

(2) 市場は ACT 会員。研修により保険募集人等の意識を高め、継続会員及び新規会員から新契約を募

集する。 

(3) 2013 年度末契約実績（保有契約数計 2,099 件） 

 たすけ愛プラン 1,866 件 

 たすけ愛プラスプラン 5 件 

 ほすぴたプラン 115 件 

 ダブルほすぴたプラン 45 件 

 すりむプラン 68 件 

(4) 保険募集人 

2013 年度末登録者数 60人 

(5) 業務の概要と当年度の課題 

① 本年度は少額短期保険業を開始して 6年目。 

既契約者の残存率は 98.5％と例年通り高率となった。これは、保障内容が保険契約者のニー

ズに合致し支持されていること、保険契約者の更新手続きがスムーズに行われていることがあ

げられる。 

② 保有契約数は 2,099 件。期首契約者数 2,130 件より減少となった要因としては会員数の減少に

加えて、経済状況の低迷の影響による処が大きいと考えられる。 

③ 加入推進キャンペーンの実施や、当会と連携する 35 ワーカーズに対し個別学習会の計画・実

施（23 箇所で実施した。）等を通じ計画目標の達成に向け活動した。 

④ 解約、契約満了、死亡等での減少を考慮した上で当会全体の運営安定の為にも保有契約件数の

増加が急務。次年度に向け推進メインの活動を増やすことを役員・職員全体で確認した。 

⑤ 業務面では、少額短期事業に専ら関われる職員数が減少している状態が続いている状況の中、

業務および内部けん制の充実を図っているので職員の労働負荷が増している。 

 

2. 主要な業務の状況を示す指標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位　千円）

2012年度 2013年度
正味収入保険料 89,067 88,753
経常収益 97,527 94,919
経常利益 9,109 2,735
当期純利益 7,163 2,781
事業留保金 10,000 10,000
保険業法上の純資産額 42,340 44,583
総資産額 93,910 88,859
責任準備金残高 37,610 31,399
有価証券残高 - -
ソルベンシー･マージン比率 1630.9% 1596.8%
配当性向
従業員数 5 5

種類
金額
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3. 業務の状況を示す指標等 

（保険業法施行規則第 211 条の 37第 1項第 3号ハ関係） 

(1) 主要な業務の状況を示す指標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 保険契約に関する指標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 計理に関する指標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支払備金 （単位　千円） 責任準備金 （単位　千円）

種類 2012年度 2013年度 種類 2012年度 2013年度

医療 8,093 13,435 医療 37,610 31,399

その他 - - その他 - -

計 8,093 13,435 計 37,610 31,399

事業安定積立金 （単位　千円）

2012年度 2013年度

25,576 28,357

損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動
（発生損害率が1%上昇すると仮定した場合）

（単位　千円）

2012年度 2013年度

893 865

［算出方法］
　経常利益の減少額＝当期粗既経過保険料×1%

経常利益の減少額

正味収入保険料 （単位　千円） 保険引受利益 （単位　千円）

種類 2012年度 2013年度 種類 2012年度 2013年度

医療 89,067 88,616 医療 19,425 14,881

その他 - - その他 - -

計 89,067 88,616 計 19,425 14,881

正味支払保険金 （単位　千円） 支払契約者配当金 （単位　千円）

種類 2012年度 2013年度 種類 2012年度 2013年度

医療 19,130 17,831 医療 10,316 12,144

その他 - - その他 - -

計 19,130 17,831 計 10,316 12,144

再保険について

当法人は再保険を利用していません

(注)保険引受利益＝保険料－支払保険金－事業費－（支払備金・責任準備金繰入額－支払備金・責任準備金戻入）

正味損害率及び事業費率並びにその正味合算率（対正味収入保険料） （単位　千円）

正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率

医療 21.5% 60.3% 81.8% 20.1% 64.0% 84.1%

その他 - - - - - -

計 21.5% 60.3% 81.8% 20.1% 64.0% 84.1%

発生損害率及び元受事業費率並びにその元受合算率（対粗既経過保険料） （単位　千円）

発生損害率 元受事業費率 元受合算率 発生損害率 元受事業費率 元受合算率

医療 27.2% 60.2% 87.4% 26.8% 65.7% 92.5%

その他 - - - - - -

計 27.2% 60.2% 87.4% 26.8% 65.7% 92.5%

2012年度 2013年度
種類

種類
2012年度 2013年度
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(4) 資産運用に関する指標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 責任準備金の残高 

（保険業法施行規則第 211 条の 37第 1項第 3号ニ関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

運用資産の状況 （単位　千円　%）

金額 構成比 金額 構成比

現預金 78,980 84.1% 74,853 84.2%

金銭信託 － － － －

有価証券 － － － －

運用資産計 78,980 84.1% 74,853 84.2%

総資産 93,910 100.0% 88,859 100.0%

利益配当収入の額及び運用利回り （単位　千円　%）

金額 利回り 金額 利回り

現預金 0 0.0% 0 0.0%

金銭信託 － － － －

有価証券 － － － －

小計 0 0.0% 0 0.0%

その他 － － － －

合計 0 0.0% 0 0.0%

注）利回り＝利息配当収入÷((年始運用資産＋年末運用資産－利息配当収入)÷2)×100
注）当会は有価証券の保有はありません。

種類
2012年度 2013年度

種類
2012年度 2013年度

責任準備金の残高 （単位　千円　%）

年度 種類 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当準備金 合計

医療 18,428 6,764 12,418 37,610

その他 － － － －

計 18,428 6,764 12,418 37,610

医療 12,801 6,226 12,372 31,399

その他 － － － －

計 12,801 6,226 12,372 31,399

2012年度

2013年度
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第4.保険会社の運営に関する事項 

1. リスク管理体制 

第 1－1. 少額短期保険事業部門の組織及び、別紙提出資料を参照 

別紙資料①リスク管理規程及びリスク管理委員会規程 

 

2. 法令順守体制（コンプライアンス体制） 

第 1－1. 少額短期保険事業部門の組織及び、別紙提出資料を参照 

別紙資料②コンプライアンス管理規程及びコンプライアンス委員会規定 

 

3. 指定少額短期保険業務紛争解決機関について 

 指定少額短期保険業務紛争解決機関の名称 

一般社団法人日本少額短期保険協会 「少額短期ほけん相談室」 

電話：0120-82-1144（フリーダイヤル） FAX：03-3297-0755 

受付時間：9:00～12:00 13:00～17:00 

受付日：月曜～金曜日（祝日および年末年始休業期間を除く） 
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第5.財産の状況に関する事項 

1. 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

貸借対照表 （単位　千円）

現金及び預貯金 保険契約準備金
現金 支払備金
預貯金 責任準備金

有価証券 代理店借
国債 再保険借
地方債 短期社債
その他の証券 社債

有形固定資産 新株予約権付社債
土地 その他の負債
建物 借入金
リース資産 未払法人税等
建物仮勘定 未払金
その他の証券有形固定資産 未払費用

無形固定資 前受収益
ソフトウエア 預り金
のれん リース債務
リース資産 資産除去債務
その他の無形固定資産 仮受金

代理店貸 その他の負債
再保険貸 退職給付引当金
その他の資産 役員退職慰労金引当金

未収金 価格変動準備金
未収保険料 繰延税金負債
前払費用 負ののれん
未収収益 　　　負債の部合計
仮払金
その他の資産 少額短期保険事業留保金

繰延税金資産 新株式申込証拠金
供託金 資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
事業安定積立金
繰越利益剰余金

自己株式
自己株式申込証拠金
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
新株予約権

純資産の部合計
資産の部合計 負債および純資産の部合計 88,859

金　　　　額

－
－
－
－
－
－
－
－

38,357

－
－
－
－

28,357
0
0

28,357
0

0
0
0
0
0
0

50,503

10,000

88,859

金　　　　額
2013年度

44,835
13,435
31,399

0
0
0
0
0

5,668
4,901
0
0

767
0
0
0
0
0

－
－
－
－

14,000

－
－
－
－
－
6

－
－
6

－
－
－
－
－
－
－
0
0

0

45,703

0
0
0
0
0

12,630

科目 科目
2012年度（資産の部） （負債の部）2013年度

74,853
0

74,853
－
－
－

（純資産の部）

8,093
37,610

12,630
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0

58,333

10,000
－
－
－
－

25,576
0
0

25,576
0

－
－
－
－
－
－
－
－

35,576
93,910

2012年度
78,973

0
78,973

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
931
931
－
－
－
－
－
6

－
－
6

－
－
－
－

14,000

93,910
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(1) 注記 

① 継続企業の前提（会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提をいう。以下同じ。）に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しません。 

② 会計方針に関する事項有形固定資産の減価償却の方法定率法その他の会計方針は当法人の現

状では該当しません。 

③ 会計方針は変更していません。 

④ 資産に係る引当金を直接控除することはありません。 

⑤ 当法人には子会社はありません。 

⑥ 理事および監事との間の取引による理事および監事に対する金銭債権、金銭債務はありませ

ん。 

⑦ 繰延税金資産、繰延税金負債はありません。 

⑧ リース契約はありません。 

⑨ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等はありません。 

⑩ 契約者配当準備金は△46千円の減額、支払額は 12,144 千円です。 

⑪ 当法人の資産は担保に供されていません。 

⑫ 当法人は再保険を利用していません。 

⑬ 当法人には株式および基金はありません。 

⑭ 上記のほか、財産の状態を正確に判断するための必要な事項は特にありません。 

(2) 保険業法第 272 条の 18において準用する同法 113 条規定の「資産の部に計上する金額」はあり

ません。 

(3) 貸借対照表での科目の細分は行いません。 

(4) 「その他の資産」「その他の負債」での詳細名称はありません。 

(5) 当法人にはリース資産はありません。 
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2. 損益計算書 

 

 

 

  

損益計算書 （単位　千円）

経常収益
保険料等収入

保険料
再保険収入

回収再保険金
再保険手数料
再保険返戻金
その他再保険収入

資産運用収益
利息および配当等収入
その他運用収益

その他経常収益（寄付金）
経常費用

保険金等支払金
保険金等
解約返戻金等
契約者配当金
再保険料

責任準備金等繰入額
支払備金繰入額
責任準備金繰入額

資産運用費用
事業費

営業日および一般管理費
税金
減価償却費
退職金引当金繰入額

その他経常費用
経常利益（または経常損失）
特別利益
特別損失

価格変動金準備金繰入額
事業安定積立金繰入額

契約者配当準備金繰入額
税引前当期純利益（又は税引前当期純損失）
法人税および住民税
法人税等合計
法人税等調整額
当期純利益（または当期純損失）

－
－
－

2,781

金額

－
－

2,735
0

－
－
－
-46
0

－
5,342
5,342
0

－
56,730
55,799

－
931

0
0

－
0

92,184
30,112
17,831
137

12,144

2013年度
94,919
88,753
88,753

－
－
－
－
－

科　　　　　　　目
2012年度

97,527
89,120
89,120

－
－
－
－
－
0
0

－
0

88,418
29,498
19,130
52

10,316
－

5,170
5,170
0

－
53,750
50,593

－
3,157

－

－
－

7,163

－
9,109
0

－
－
－

1,945
0

－
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3. キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 

現金及び現金同等物の範囲 現金、通常郵便貯金、定額貯金、普通預金、定期預金 

 

4. 剰余金処分に関する事項 

事業安定積立金として 2,781 千円を積み増ししました。 

  

キャッシュ・フロー計算表 （単位　千円）

2012年度 2013年度
営業活動によるキャッシュ・フロー

保険料の収入 89,120 88,753
再保険による収入 － －
保険金等支払による支出 △ 19,131 △ 17,831
解約返戻金等支払による支出 △ 53 △ 137
再保険料支払による支出 － －
事業費の支出 △ 50,593 △ 55,032
その他 － －

小計 19,343 15,753
利息及び配当金等の受取額 0 0
利息の支払額 0 0
契約者配当金の支払額 △ 10,316 △ 12,144
その他 － －
法人税等の支払額 － －

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,027 3,609
投資活動によるキャッシュ・フロー

預貯金の純増減額（△は増加） － －
有価証券取得による支出 － －
有価証券の売却・償還による収入 － －
保険業法第１１３条繰延資産の取得による支出 － －
その他 △ 998 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 998 0
財務活動によるキャッシュ・フロー

借入による収入 12,630 4,901
借入金の返済による支出 △ 3,349 △ 12,630
社債の発行による収入 － －
社債の償還による支出 － －
株式の発行による収入 － －
事業留保金による収入 － －
自己株式の取得による支出 － －
配当金の支払額 － －
供託金 △ 5,000 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,281 △ 7,729
現金および現金同等物に係る換算差額 － －
現金および現金同等物の増減額（△は減少） 12,310 △ 4,120
現金および現金同等物期首残高 66,663 78,973
現金および現金同等物期末残高 78,973 74,853

科　　　　　目
金額
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5. 保険金等の支払能力充実の状況 

保険金の支払能力の充実の状況を示す比率（ソルベンシー・マージン比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 当法人が将来にわたって経営に重大な影響を及ぼす懸念のある事象 

特にありません 

８　保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（ソルベンシー・マージン比率）

（１）総括表 （単位：千円、％）

前期 当期

(1)　ソルベンシー・マージン総額 46295 44583

35576 38357

②　価格変動準備金

③　異常危険準備金 6764 6226

④　一般貸倒引当金

⑤　その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％）

⑥　土地の含み損益（85％又は100％）

⑦　契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧　将来利益 3955 0

⑨　税効果相当額

⑩　負債性資本調達手段等

告示(第14号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)）

告示(第14号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b))

⑪　控除項目（－）

(2)　リスクの合計額√[Ｒ1
2+Ｒ2

2]+Ｒ3+Ｒ4 5677 5584

保険リスク相当額 5496 5409

Ｒ1　一般保険リスク相当額 5496 5409

Ｒ4　巨大災害リスク相当額　

Ｒ2 　資産運用リスク相当額　 789 749

　価格変動等リスク相当額

　信用リスク相当額 789 749

　子会社等リスク相当額

　再保険リスク相当額

　再保険回収リスク相当額

Ｒ3　経営管理リスク相当額　 125 123

(3)　ソルベンシー・マージン比率　(1)/｛(1/2)×(2)｝ 1,630.9 1,596.8

①　純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額）


